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１．はじめに

世界遺産など文化遺産とそれを取り巻く歴史観光都市の防災を考える場合は、地域に根差した伝統、資源、

経済、コミュニティなどを活かしながら、住民のアイデンティティとなる文化遺産の保全と地域の持続可能

な発展を実現する両方の取り組みが必要である。特に、文化遺産を核として形成される歴史観光都市におい

ては、このような地域の特性から、文化遺産の保全と観光経済、地域防災など各分野を融合しながら、観光

業と周辺地域を考慮に入れた防災対策を図ることが必要不可欠である。また、適切な防災対策を実施するた

めには、防災計画における予算の設定や対策効果の事前検証のための被害の経済的評価、ならびに災害発生

から復興までのプロセスを究明することが必要である。

本研究では、2011年大規模洪水により被災した世界遺産地域であるタイ王国アユタヤ地域を対象にする。

当水害では、世界遺産地域における土嚢設置などの洪水対策と、商業地を確保しようとする住民との軋轢が

島内の洪水の原因となり、文化遺産を含む周辺の観光関連施設および住宅地への浸水被害が拡大する結果と
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なった。地域経済と文化遺産の保護の両立を図るためには、ハード面だけではなく経済的被害のリスクに対

する正確な認識を高める必要があり、文化遺産の消失に伴う経済生活に与える影響を的確に把握し、地域防

災のための視覚的且つ直観的なデータとして提示することが重要である。本研究では、洪水発生3年後に実

施した観光客に対するアンケート調査を踏まえ、アユタヤ地域における観光消費活動の把握に基づいた経済

的被害の推計を行うとともに、事業所に対するヒアリング調査1)のデータ加え、経済的復興過程を時系列上

に再現し、アユタヤにおける洪水被害による復興プロセスの分析を行う。

これまで、観光開発2)や観光業を通じた地域振興3)など観光業の発展に向けた研究は多く行われてきたが、

観光業の被害と復興を扱った研究は限られている。観光業の被害に関する研究として、柄谷らの2004年「イ

ンド洋津波による観光産業被害」4)や、井上らの2009年新型インフルエンザによる「人的被害が観光産業に

及ぼす影響と課題」5)などが挙げられるが、これらの研究は観光業の被害と復興過程を整理検討する調査研

究であり、経済的視点からの被害の定量分析は扱われていない。近年、日本観光研究学会で、「東日本大震

災と観光」6)をテーマとした特集論文集を刊行するなど、大規模災害の発生と伴う観光と自然災害に着目し

た研究への関心が高まりつつあるが、被災地復興のためのリーディング産業としての観光開発への提案が多

く、具体的な定量分析は行われていない。本研究は、歴史観光都市の被害を経済的分析からアプローチし、

地域経済への影響を可視化できるデータとして示すとともに、経済的被害ならびに復興過程の定量評価手法

を提案することを目的とする。

２．アユタヤの被害の概要および本研究の枠組み

アユタヤの被害の概要

世界遺産アユタヤは、1351年から417年間アユタヤ王朝の都として繁栄した地域であり、百を超える仏教

寺院や遺跡が現存している。1991年にアユタヤ歴史公園は周辺の遺跡とともにユネスコより世界遺産（文化

遺産）に登録された。アユタヤ島には一周12kmの道路が整備され、トラムや三輪自動車、レンタル自転車

などでの遺跡巡りや、川上のクルーズ船での食事と景色を楽しむ観光コースが開発されている。また、島内

および周辺地区には、地元の住民が営む観光客向けのレストラン、リゾートホテルやお土産露店、水上市場

などがあり、地域経済を支える主軸になっている。これらの観光開発や、道路、駐車場などのインフラ整備、

観光関連施設の増設に伴い、観光客数は1995年の37.4万から2012年には138.8万人に達している7)（図1）。

2011年の洪水では、アユタヤ周辺に住んでいる住民が洪水の1ヶ月前から川沿いに土嚢や盛土の設置など

洪水対策を整えたものの、10月7日に北東のパーサック川とロップリー川の合流地点付近の盛土と水門が破

壊され、一気に水が島内に入り島全体が1.5mの水没状態になった8)。アユタヤ島は北東が高く南西が低い地

形となり、場所によって1～3ヶ月の浸水状態が続き、その期間中には観光客は殆ど訪れていないことがヒア

リング調査で確認できた。世界銀行の調査9)によると、アユタヤ県では1,059ヶ所の文化遺産が被害を受け、

タイ全体の被害数の約半分（49.1％）を占めた。またその被害額は6,400万THBを上回ると報告されている。

本研究の枠組み

観光業の経済的被害はストックの被害

（物理的な被害）とフローの被害（キャ

ッシュフローの機会損失）に分類される
10)。なお、本論文における分析ではフロ

ーの被害のみ対象にし、地域経済への一

次影響のみ考慮する。

また、被災なしの場合と回復時点の基

準設定によって試算結果も異なってくる。

アユタヤにおける観光客数の過去の統計

データが不十分のため（2009年の観光客

数が公表されていない）、過去のデータ

の推移傾向により洪水が発生しなかった
図 1 アユタヤにおける洪水前後の観光客数の変化 7)
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場合の推測が困難である。本研究では、洪

水前の2010年の観光客数を基準とし、その

値に回復する時点を復興完了とする。

観光業の被害や復興過程を分析する際に

は研究対象や目的の違いにより、異なる指

標を用いることが多い。観光都市の復興を

考える場合は、主に観光客ベースの分析と

事業所ベースの分析がある（図2）。前者

は観光客側に着目し、観光地への入込客数

の減少による地域に落とされなくなった観

光消費の機会損失を被害額として推計する。

また後者は、宿泊、飲食業、小売業など事

業所側に着目し、災害が発生してから回復

するまでの売上額の損失を計上する。図2
に示したように、観光客ベースの分析は観光業全体の復興状況を概観することが可能だが、業種別の観光業

実態を把握することが難しい。また、アユタヤにおいては、年間観光客数の推移（図1）から見られるよう

に、2012年には観光客数が回復したが、月別観光客数が公表されていないため、実際に回復に何ヶ月間かか

ったか把握できない。事業所ベースの分析を行う場合はこの難点が克服できるが、全体事業所数が公表され

ていないため、被害額全体を把握することが難しい。このようなことに基づき、本研究では、２つの分析方

法での不足なデータを相互補完しながら両データを用いて経済的被害額と復興過程の推計を行う。

３．観光客調査に基づく経済的被害の推計

観光客側ベースの分析による経済的被害額の推計では、一人当たりの観光消費額と観光客減少数が分かれ

ばフローの直接被害額を推計することができる。本章では、観光客に対するアンケート調査の結果を踏まえ

ながら、観光客の一人当たりの消費額を把握し、2011年タイ洪水における観光客ならびに地域経済への影響

の推計を試みる。

観光客調査の概要

2014年8月23日と24日に、アユタヤの５つの観光地を対象に観光客に対する調査を実施した。アユタヤに

は外国人観光客数が多いため、質問表をタイ語、英語、日本語と中国語４つの言語版に作り、タイ人の観光

客だけではなく外国人観光客にも回答してもらうことにした。

 調査日時：2014年8月23日（土）～24日（日）、9時～16時
 調査場所：アユタヤ島内および島外にお

ける５つの観光地

 調査者：タマサート大学建築計画学部の

学生10名（タイ人観光客対応）、

立命館大学政策科学部の教員と研究科の

大学院生、歴史都市防災研究所の研究員、

計6名（外国人観光客対応）

 調査方法：来訪した観光客のうち調査に

協力して下さった方々を対象に、調査員

が聴き取りながら、調査表（表1）を記

入した。

 回答数と有効部数：回答数217部のうち、

有効部数は211部（タイ人観光客：136部、

外国人観光客：75部）であった。

図 2 本研究の枠組み

表 1 観光客調査の設問
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調査の結果

観光客に対するアンケート調査結果の一部を下記にまとめた。

観光客数の構成

観光客の居住地と滞在日数の違いにより、一人当たりの消費額が大きく異なるため、居住地によりタイ人

観光客と外国人観光客、滞在日数により日帰り客と宿泊客に分類した。集計結果（図3参照）、日帰りのタ

イ人観光客の割合が最も大きく118部（56%）で、次は日帰りの外国人観光客が51部（24%）、宿泊の外国人

観光客が24部（11%）と宿泊のタイ人観光客が20部（9%）の順になった。また、全体的に日帰り客が80%、

宿泊客が20%、タイ人観光客が65%、外国人観光客が35%を占めた。

アユタヤへの来訪目的

観光客のアユタヤへの来訪目的について設問した（複数回答可）。図4のグラフから見られるように、タ

イ人観光客と外国人観光客の来訪目的は明らかに異なる結果となった。タイ人の観光客は「参拝や礼拝な

ど」の宗教的な目的で訪れた人がもっとも多く、タイ人回答数の65%を占めた。その次に「文化遺産の観

光」が63%となったが、参拝で遺跡を訪れるなど同一目的地への来訪客が多かった。外国人観光客において

は、「文化遺産の観光」という来訪目的が明らかに多く95%を占めた。その次は「象に乗る」を選択した観

光客が58%であった。このようにアユタヤは、地域の文化と生活を支える宗教的場所であるとともに、外国

人観光客の訪問により、地域・タイの歴史文化を伝える国際的な歴史観光地であることが分かる。

アユタヤにおける水害危険性に対する意識

アユタヤ水害危険性に対する認識と、水害発生時に伴う各種リスクに対して質問し、その集計結果を図5
と図6に示した。アユタヤの洪水危険性について、タイ人観光客は「安全ではなく、観光にも影響ある」と

回答した観光客が39%と最も多い一方、外国人観光客は「分からない」と回答した比率が32%と最大であっ

た。また、洪水の際に懸念されている各種リスクに対し、「とても心配」、「少し心配」、「心配ない」と

３つのランクに分類し、それぞれ3点、2点、1点として平均点を集計した結果、「物価の高騰」以外のリス

クは、外国人観光客の点数がタイ人観光客より低い結果となり、外国人観光客はアユタヤにおける災害リス

クに対して殆ど認識していないまま、観光地に訪れていることが分かった。今後の災害発生に備え、避難看

板の整備や、避難誘導訓練など外国人観光客を対象とした防災への取り組みが必要であると考えられる。

図3 観光客数の構成 図4 アユタヤへの来訪目的

図5 水害危険性について 図6 水害時に伴う各種リスクに対する認識
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フローの経済的被害額の推計

一人当たりの消費額の推計

観光客に対するアンケート調査に基づき、一人当たりの平均消費額を求めた。観光客に、アユタヤで使用

した費用および使用予定のある費用を項目別に金額を回答してもらった。各費用項目については下記のよう

に詳細に分類し（表2）、それぞれ詳細項目の回答者数を用いて加重平均を計算した。

・ 交通費：地域（アユタヤ県内）の経済的被害を対象とするため、県内で利用した交通機関を別途回答し

てもらった。自家用車、タクシー、レンタル自転車、レンタルバイク、TukTuk車（観光用）に分類し、

それぞれ小項目の単価と利用者数により加重平均を求めた。

・ 食費：宿泊先と観光地近くのレストラン、カフェ、クルーズ上の飲食費とその他に分類した

・ 宿泊費：ホテル、ホームステイ、ゲストハウス、知人の家、その他に分類した。

・ 買い物：お土産代、コンビニなどでの買い物、日常用品、その他、

・ 入場券：アユタヤ観光地ではサービスの一部に対し二重価格制を行い、遺跡観光地の入場料をタイ人に

対しては単価10THB、外国人に対しては50THBを課していた。チャオ・サムプラヤー国立博物館の入場

料は、国内外の観光客両方150THBであった。

・ 娯楽費：ショー・劇の観覧やカラオケ、その他に分類した。

・ その他観光地のサービス：クルーズ船、観光バス、象乗りスポットおよびその他に分類した。

観光客調査による一人当たりの平均消費額を計算した結果（表2参照）、タイ人日帰り客は597.44THB、

タイ人宿泊客は1,942.31 THB、外国人日帰り客は941.78THB、外国人宿泊客は6,070.96THBとなった。

フローの直接被害額の推計

前章の図2に示したように一人当たりの消費額をαとすると消費減少額 F は

NF   （1）
となる。ここで、αは一人当たりの消費額であり、表2に示した観光客分類別の推計結果を用いた。また、

各分類の観光客数については、タイ人観光客と外国人観光客の統計データ7)が公表されているためそのデー

タを用いたが、日帰

り客と宿泊客の割合

は公表されていない

ため、本調査におけ

る割合を用いた。観

光客分類別の減少数

は表3のようになる。

表2における一人当

たりの消費額と表3の
観光客減少数の計算

結果を式1に代入し、観光消費減少額（フローの一

次被害額）を求めた結果、約3.39億THB（うち、タ

イ人日帰り客：1.11億THB；タイ人宿泊客：0.61億
THB；外国人日帰り客：0.41億THB；外国人宿泊

客：1.26億THB）と見積もられた。

４．観光客調査と事業所調査に基づく復興過程再構築への試み

上記のように、観光客の年間消費額の減少からは洪水被害による経済的復興プロセスの詳細が把握できな

いため、本章では、2014年2月22と23日に実施した事業所へのヒアリング調査の結果を用いて、復興プロセ

スの月別時系列分析を試みた。

事業所調査概要

アユタヤにおける事業所の経済的被害を考察するために、寺院や観光スポット、宿泊・飲食施設、土産店

表2 一人当たりの平均消費額の推計結果（THB）

表3 観光客分類別の観光客数の推計結果（人）
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6

などの観光関連施設へのヒアリング調査を実施した。

特に、観光客の多様な消費活動に基づき、観光業に関わる多くの業種をヒアリングすることを基本として、

2ヶ所の寺院、1館の博物館、1ヶ所の象乗り体験場所、2社の土産店、2社のレストランと1社のリゾートホテ

ルを対象にヒアリング調査を実施した。事業所の位置および基本情報を図1と表1に示す。

 調査時間：2014年2月22日（土）～2014
年2月23日（日）

 調査場所：アユタヤ島内とその周辺地域

 調査対象：遺跡観光地および宿泊、飲食

施設、土産店などの観光関連事業所

 調査者：立命館大学歴史都市防災研究所

の研究員および学生など5人、タマサー

ト大学建築計画学部生1名（通訳）

 調査方法：観光業関連の事業所に訪問し、

調査表による聴き取り調査を実施した。

 調査件数：9件

事業所調査の結果

事業再開時期について

ヒアリング調査により、多くの事業所では、

洪水発生の2011年10月から1～4ヶ月後に営業

を再開したことが分かった（図8参照）。寺

院などの観光地では12月に観光客が訪問でき

るように開放したが、翌年1月までは入場料

を徴収していなかったため、実際の事業開始

は2月となった。

事業所の売上額の回復時期について

売上額の回復時期については、2010年同シ

ーズンの毎月平均売上額をを洪水が発生しな

かった場合の基準とし、売上額の回復年月を

回答してもらった（図8参照）。2012年2月か

らの観光客数の回復に伴い、観光関連産業の

売上が増加し、2012年3月には洪水前の水準に

回復した。そのうち、レストランⅷの売上げ

の回復時期は2011年12月で、アユタヤの観光客数が殆ど回復

していないものの、売上額は洪水前の水準に回復している

ことが分かる。当レストランはアユタヤ島の南部の川沿い

に立地し、毎年洪水に見舞われるため、雨季には設備を予

め高い場所に移動させるなど常に洪水対策を講じていると

回答した。そのため、2011年洪水の時は設備の被害が特に

なく、建物一部と敷地の浸水により2ヶ月間の営業停止があ

ったが、洪水が引いた後に1週間で修復し、すぐに営業を再

開することができた。また、他の飲食施設がほとんど復旧

していない時期に営業再開したため、結果的に「市場独

占」のようになり、売上の回復が早かったことと見られる。

ハイシーズンとローシーズンの売上額の変化について

1年をハイシーズンとローシーズンに分類した場合の売上額の変動について設問した。事業所の売上額は、

アユタヤへの観光客数の変動に大きく影響され、ヒアリング調査を実施したすべての事業所では、ハイシー

図 7 調査実施場所

図8 事業所の営業再開ならびに

売上額の回復に要した時間について

表 4 季節変動に伴う月平均売上の変化
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ズンを観光客が多く訪れている12月から翌年の5月までと回答し、ローシーズンをそうではない6月から11月
までと回答した。各シーズンの月平均売上額の変化について、ハイシーズンを100%にした場合のローシー

ズンの売上額の比を回答してもらった。その結果を表4に示す。

アユタヤにおける経済的復興過程再現への試み

前章で推計したフローの経済的被害額と、図8と図9に示した事業所の営業再開時期ならびに売上回復時期

のデータを用いて、2011年タイ洪水におけるアユタヤ観光業の復興過程の時系列変化をグラフ上に再現した。

事業所のサンプル数が少ないため、そのデータから地域全体を推測することが難しいが、事業所の売上額

の回復時間にバラツキが大きくなく、主な観光目的地である寺院における観光客数の回復により事業所の売

上が回復したことが読みとれるため、8社（レストランⅷは特殊事例であるため除く）の事業所の回復時期

のデータを用いて復興過程の分析を試みた。具体的な推計方法を表5に示す。

表5 経済的復興プロセスの推計方法

推計項目 推計方法の説明

①水害なしの場合の

月平均売上額：F基準

売上の回復時期がハイシーズンである12月～3月であるため、2010年同シーズン

の月平均売上額を水害が発生しなかった場合の回復基準値として設定する。

②m月の売上額の回

復値：Fm

業種別と観光客分類別の月別売上総額をFmとする。

Fm＝Fmi・j （2）
ここで、i:表2に示した業種分類、j:観光客の分類

③2011年のm月の売

上回復値Fm2011

・営業停止期間：Fm2011＝0、
・営業再開から12月まで：3章で推計した2011年の被害額ΔFを、2011年10月、11
月、12月に反映させることとし、営業再開月から12月までの売上額が均等的に回

復すると仮定する。

Fm2011＝Δpm・F基準 （3）
Δp＝1‐ΔF／（3×F基準） （4）
Δpm+1＝（Δpm+Δpm+2）／2 （5）

ここで、Δp：回復率の合計額、Δpm：営業再開から12月までのm月の回復率

④2012年のm月の売

上額Fm2012

・2011年12月の値より復興完了までは、均等増加することとする。

・回復後の売上増加率については、2012年の観光客数が2010年より5.95%（図1の
データより計算）増加していることから、事業所の売上額も同比率で増加すると

仮定し、2012年の被害が生じた月の減少率（－）と、回復後の月の増加率（＋）

の合計変化率が5.95%になるように設定した。

⑤営業再開および復

興完了時期の設定に

ついて

・運輸業：観光業に関連する部分のみ対象にするため、寺院で観光客を受け入れ

るようになった2011年12月からを売上額が回復し始め、観光客数が回復した2012
年2月（※寺院のヒアリング調査を参照）を復興完了時期とする。

・飲食業：レストランⅶの回復時期を参照（特殊事例のレストランⅷは除く）

・宿泊業：リゾートホテルⅸの回復時期を参照

・小売業：お土産店ⅴとⅵの回復時期を参照

・その他サービス業：寺院ⅰとⅱ、博物館ⅲ、象乗りスポットⅳを参照

毎月の売上回復値を推計し、

グラフ上に示した結果をを図9
に示す。2011年10月から12月ま

では、浸水期間が続き明らかな

売上の回復の見込みが見られな

かったが、2012年1月から、観

光客数の回復により急速に回復

する結果となった。本推計によ

る復興完了までのフローの被害

総額は約4億THBと見積もられた。 図 9 経済的復興過程の再現
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５．おわりに

本研究では、2011年タイ洪水により甚大な被害を受けた世界遺産アユタヤを対象に、その歴史観光都市の

経済的被害および復興過程の定量分析を行い、経済的復興プロセスの再構築を試みた。得られた知見を以下

に示す。

①観光客に対するアンケート調査を実施し、観光客の消費行動を把握するとともに、アユタヤ洪水リスク

に対する観光客の認識の実態を考察した。調査結果、外国人観光客におけるアユタヤ地域の災害危機意識は、

タイ人より明らかに低く、災害時の外国人観光客への支援に向けた準備が必要であることが推測される。

②観光客調査結果により、観光客の分類別一人当たりの平均消費額を推計し、タイ洪水による世界遺産ア

ユタヤの経済的被害額の推計を行った。2010年を災害が発生しなかった場合を基準としたフローの一次被害

額は、3.39億THB（うち、タイ人日帰り客：1.11億THB；タイ人宿泊客：0.61億THB；外国人日帰り客：0.41
億THB；外国人宿泊客：1.26億THB）と見積もられた。

③事業所を対象としたヒアリング調査結果を用いて、アユタヤ観光業の経済的復興過程の再現を試みた。

その結果、浸水期間が続いていた2011年10月から12月までは、回復の見込みがほとんどなかったが、2012年
1月から観光客数の回復と伴い急速に回復する結果となった。また、事業所調査に基づく復興完了時期は

2012年3月であった。

本研究では、数ヶ所の事業所の売上額の回復値を参照し、復興過程の定量分析を行ったが、今後は本格的

な事業所アンケート調査の分析により、より多いデータのバックアップによる精度の高い復興プロセスの時

系列分析を行い、洪水だけではなく、様々な災害に対応できる復興過程分析方法を提案していく。
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進プログラムの支援を頂いて実施したものであり、関係者の各位に謝意を表す次第である。
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